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１ 事業の概要 

 

 

協会事業名 
□研修機関派遣事業（□市町村アカデミー  □国際文化アカデミー  □NERC） 

■地方４団体研修及び調査・研究事業 

自治体(団体) 
事業名 

地方４団体研修及び調査・研究事業（長崎県市長会 市長会議） 

所管局部課 
自治体（団体）名 所管部・課名 担当者名 連絡先（ＴＥＬ） 

長崎県市長会  末長 賢一 ０９５－８１１－４９５５ 

事業期間 開始年 平成２３年４月５日 （８年目） 

事業実施手法 ■全部直営   □一部委託   □全部委託   □その他[        ] 

実施期間 （開始日） ３０年８月２０日   （完了日） ３０年８月２０日 

委託した場合の 
委託内容 

委託先機関名 担当者名 連絡先（ＴＥＬ） 

   

（委託内容） 

研修及び調査・

研究の目的 
※実施前に予想し

ていた目標・目的を

記載ください。 

対象（誰を・何を） 目標・目的 

１３市 

 

行政運営の効率化及び地域の活性化を図る。 

研修及び調査・
研究の具体的 
内容 
※事業をまったく

知らない人でも、事

業の実施内容や実

施方法の概要が分

かるように記載し

てください。 

第１２３回長崎県市長会議（平成３０年８月２０日開催） 

１審議事項  

（１）提言議案の審議について  

（２）九州市長会議提出議案の選定について  

（３）平成２９年度長崎県市長会収支決算書 (案 )について  

 

２報告事項  

 （１）副市長からの報告について  

 （２）負担金に関する県への申し入れについて  

３その他  

 （１）九州市長会等による平成３０年度７月豪雨災害に関する緊急要請について  

 （２）次期開催市について  

３講演 

【講 師】 （株）島原観光ビューロー 代表取締役社長 中村 慎次 

【テーマ】 「島原市の観光の取り組み」～Think globaly Act locally～ 

研修及び調査・

研究の背景、 

これまでの経緯

及び現状 

(事業開始の背景) 

市長研修会で得られる知識とアイデアにより、市政の更なる進展に資し、個性豊かな地域の発展を

図ることを目的とする。 

(経緯・現状) 

年２回（夏と秋）県下１３市の市長が参加する長崎県市長会議が開催されているが、全市長が一同

に集まる機会をとらえて、市長研修会を平成２３年度から開始した。 
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２ 実績結果 

事業費の推移 前々年度決算 前年度決算 当該年度決算 

事業費（円） 16,200 115,000 99,400 

（
財
源
内
訳
） 

国庫支出金    

県支出金    

地方債    

その他    

市町振興共同事業助成金 16,200 115,000 99,400 

一般財源    

目
標
・
目
的
指
標 

指標名 指標設定の考え方 単位 区分 
前々 

年度 
前年度 

当該 

年度 

① 

参加市長 県内の市長が共通のテーマ
で研修に参加することで共
通の認識を持つことがで
き、その後も情報交換を行
うことができる。 

市長 
目標 13 13 13 

実績 13 13 13 

目標達成率（％） 100 100 100 

② 

総合計画等への反映 各市の総合計画や各種施策
等に反映させることで、よ
りスピード感を持って施策
を推進することができる。 

市 
目標 13 13 13 

実績 13 13 13 

目標達成率（％） 100 100 100 

 

３ 事業の振り返り 

必
要
性
の
点
検 

（１）実施することによるメリット 

（内容、程度等） 

 県内の市長が共通のテーマで研修に参加することで共通の認識を持つことができ、その後も情報交換を行う

ことができる。 

 また、特に開催市の先進的な事例について、実際に現地（現場）等を視察し、今後の各市の各種施策等の参

考となり、施策の推進に寄与することができるもの。 
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４ 有効性の点検、実現性の点検 

有
効
性
の
点
検 

（１）目標（目的）指標の達成状況 

■目標（目的）指標の実績値は、目標をほぼ達成した 

□目標（目的）指標の実績値は、目標を下回った 

（２）実施前、想定していた目標・目的が達成できた理由またはできなかった理由 

１３市の市長等が参加でき、確実に目標を達成できた。 

実
現
性
の
点
検 

（１）事業への反映 （具体的内容） 

■成果は事業（実務）に反映できる 

□成果は事業（実務）に反映できない 

 県内の市長が共通のテーマで研修に参加することで、今後の各

市の各種施策等の参考となり、施策の推進に寄与することができ

る。 

 

 

（２）公共性の評価 （具体的内容） 

本研修及び調査・研究を通じて 

■住民へ利益を還元できる 

☐住民へ利益を将来的に還元できる 

□住民へ利益を還元できない 

今回の研修で学んだ事例等を参考とし、各市の施策等を推進す

ることにより、地域住民への利益を還元できる。 

 

 

５ 今後の方向性 

必要性の点検から □事業休止 □事業廃止 □民営 □事業終了（完了） 
■現状維持 

 実施予定時期     

有効性の点検から □目標・目的未達成 □目標・目的達成 □類似事業との統合 
■現状維持 

 実施予定時期    

実現性の点検から □事業へ反映 □事業に反映できない □その他 
■現状維持 

 実施予定時期    

具体的内容 

 

 県内の市長が共通のテーマで研修に参加することで、共通の認識を持つことができ、その

後も情報交換等を行うことができる。 

また、特に開催市の先進的な事例について、実際に現地（現場）等を視察し、今後の各市

の各種施策展開等の参考となることから、今後とも継続して実施したい。 

 

 

 


